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地域交通計画における合意形成において，意見表明者は一部の住民の声に偏った断片的で不十分な認識

の下で自らの意見を表明する場合が多く見られる．本研究では，意見表明者に対する「偏りのない」情報

提供手法を定義，提案し，その適切性・妥当性を確認することを目的とする． 
 本研究において適切な情報提供とは意見表明者全員が当該地域全住民の生活水準を把握できる情報提

供と定義する．本研究ではそれを当該地域の住民を何人かごとに分割，意見表明者にそれぞれ分割した住

民の生活水準を提供することにより近似的に達成する情報提供手法を提案する．数値分析を行うことによ

って本研究における情報提供を行った上で表明された意見が完全情報下とほぼ等しい値を示すことが示さ

れ，モデル式上で本研究の情報提供の有用性を確認できた．  
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1. はじめに 

 

 地域公共交通計画において，公共交通サービスの提供

に関する従来の合意形成手法は計画策定者が住民の意見

を聞き，その意見を考慮した上で予算制約に合うように

最終的な判断を下すというものがよく見受けられる 1）2)． 

計画策定者は住民の状況を完全に把握することはできな

いため，アンケート等で住民の要望を聞き，その要望を

踏まえた上で，社会的に望ましい方法案を作成する 1）2)．  

住民の意見を集約し，社会として一つの望ましい決定

を下す（社会的選択）段階に持ち込む合意形成手法は考

えられているが 3），個人の「正当な意見」を聞き出す

という事に対してはあまり注力されていない．ここでい

う「正当な意見」とは意見形成の基となる地域の住民の

実情や政策の意図と効果などについて充分かつ正確な認

識を持った上で形成され，かつ社会的な視点に立った意

見とする．お互いがお互いの生活水準が分かっている小

さなコミュニティでは，住民同士の話し合いで困った人

に配慮しながら行うことが可能であり，合意形成が上手

く見られる場面もある 2)．しかし現状としてお互いに面

識のないような人口規模である大きなコミュニティで計

画を策定しなければならず，一部の住民の声や一部の地

域に偏った断片的で不十分な認識の上で意見を形成して

いる場合が多い．その問題を解決するために調査におい

て，情報を提供することにより住民が「互いの状況」を

よく理解し，その情報を踏まえた上で判断された意見を

表明できる調査手法の開発が必要となっている． 

その必要性から田中・喜多・四辻 4）は認知喚起型調査

手法（アンケートの設問を通して地域の実情等の情報を

同時に提供する）を用いて提供する情報により意見の変

化が見られることを確認した．しかし田中・喜多・四辻
4）の論文における情報提供において，特定の回答に誘導

してしまう可能性についてはあまり考慮されていない．

よって適切で特定の回答に誘導することのない情報提供
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とは何かを定義し，それに沿って情報提供を行い，表明

された意見を集約して共有すべき事実認識を作るための

手法を構築する必要がある． 

そこで本研究では，当該地域に関する「偏りのない

（特定の回答に誘導させることのない）」情報提供手法

を提案し，その適切性・妥当性を確認することを目的と

する．具体的には，回答者の情報認識に関するモデル式

を構築し，提案した情報提供手法の適切性・妥当性をモ

デル式を構築し，数値分析を行うことによって検証した

い． 

本研究の目的が達成され，実証分析を行うことにより

本手法の適切性・妥当性確認できれば上位の最終的な目

的として地域住民が互いの状況をよく理解した上での意

見表明が可能となり，合意形成と社会的選択を組み込ん

だ方法論の構築を行いたい． 

 

2. 本研究の考え方 
 
(1)  本研究が考える社会選択のプロセス 

 地域公共交通計画において，とりまとめた個々の住

民の意見を踏まえ，社会として一つの望ましいと考える

決定を行うことを本研究では社会的選択と表現する． 
本章では本研究が考える地域公共交通計画における社会

的選択に至るまでのプロセスを明確にし，これまで提案

されている手法と関連する研究を概観し，問題点を指摘

するとともに，本研究が対象とする部分を明確にする． 

本節では図-1に示すように本研究が考える社会的選択に

至るまでのプロセスを①情報収集，②情報加工，③情報

提供，④情報認識，⑤意見形成，⑥意見収集・集計，⑦

代替案評価の 7段階に分けて述べる．  

本研究では大きく分けて 2種類の調査を考えている．

1 つは①「情報収集」段階において，当該地域住民の生

活水準等を把握する為に行う調査（以下実態把握調査），

もう 1つは⑤「意見収集」段階において，既に明らかで

ある情報または実態把握調査で得た情報等を提供した上

で回答者（以降意見表明者と呼ぶ）に政策に対する意見

を問う調査（以下意見収集調査）である． 

①「情報収集」の段階で計画策定者は当該地域住民（政

策が行なわれる地域の住民）に対して実態把握調査を行

い，当該地域住民に対する情報収集を行う． 

②「情報加工」の段階では情報収集段階で当該地域住民

から得られた回答を基に計画策定者は意見収集調査の回

答者に対して提供する情報に加工する． 

③「情報提供」段階において計画策定者は加工した情報

を意見収集調査の際，回答者（意見表明者）に提供する．

実態把握調査で得られた全回答者の回答をそのまま意見

収集調査の全回答者に提供することが理想であるが，回

答者が受け取れる情報量には限界があり，統計データな

どの集約された情報等限られた情報量の中で情報提供が

行えるような情報加工が必要である． 

④「情報認識」段階において，意見収集調査の回答者

（以下意見表明者とする）は計画策定者から提供された

情報を認識しする． 

⑤「意見形成」段階において，情報を受け取った回答者

は当該地域に対する自らの意見を形成する． 

⑥「意見収集・集計」段階において，計画策定者は意見

収集調査の回答を収集，集計し，その意見を基に⑦代替

案評価の段階において最終的な代替案評価を行う． 

 

(2)  既往研究 

 ②情報加工段階，③情報提供段階に関する既存研究と

して，計画策定者が住民に対して行う意識調査（アンケ

ート調査）を政策の意図と背景等に関する理解度を高め

るコミュニケーションツール（認知喚起型調査手法）と

して活用した場合の効果の検証を行った研究がある． 

山下ら 6）は調査票を介して政策に関する客観的な情

報を提示するばかりでなく，対象の政策に関する認知や，

経験などといった間接的な情報について，それらを喚起

する質問を追加した場合の効果を検証することを目的と

した研究を行った．この研究で，住民に対する意識調査

等の際，対象の政策に関する認知や，経験などといった

間接的な情報を喚起する設問を設置することにより，回

答者の政策の理解が高まる，WTP（支払い意思額）の

期待値が上昇するということが明らかとなった．しかし，

政策の意義に関する情報を喚起させる設問を中心に設置

しており，当該地域の実情に関する情報を喚起させる設

問についてはほとんどない．政策の意義に関する認識は

あるが，当該地域や当該地域の住民の生活水準はあまり

知らない状況下で回答している人もいるので，その状況

での回答は，正当に知るべき情報を知ってから判断され

た回答とは言えないと考えられる． 

そこで田中ら 4）は認知喚起型調査手法の開発を最終

的な目的とし，地域公共交通計画における当該地域に関

する情報提供による意見変化の分析に関する研究を行っ

た．住民に対する意識調査の際，当該地域に関する情報

を設問に盛り込む事によって， 

①当該地域に対する認識の違いにより意見に差が見られ

る 

②情報の与え方，意見の尋ね方によって意見の変化が異

なる． 

③回答者は得られた情報を加味し，意見を判断する能力

を有する 

ということが分かった．しかし本研究における調査手法

における情報提供において特定の回答に誘導させる誘導

質問にな る可能性がおおいに考えられこの論文ではそ

の点について考慮していない．よって，誘導質問となる

第 54 回土木計画学研究発表会・講演集

 146



 
ことを避けう

とが必要であ

 

(3)  本研究の位

本研究では

その適切性・

研究の目的が

を含んだ社会

体的には政策

ト調査の際に

工・情報提供

で言う偏りの

連する全ての

上で当該地域

報提供手法で

回答者が理

本研究では完

共交通計画に

民が把握する

民が存在する

 

 
 
 
 
 
 
 

うる，偏りの無

ある． 

位置付け 

は新しい情報加

・妥当性を確認

が達成された後

会的選択手法を

策担当者が回答

に提供する情

供手法の提案を

のない理想的な

の主体に関する

域の政策に関す

である． 

理想的な情報提

完全情報下にお

において考えれ

るということで

る大きなコミュ

無い情報提供

加工，提供方

認する事を目

後，適切な情

を構築したい

答者に対して

情報において偏

を行いたいと

な情報提供と

る全ての情報

する意見を形

提供を受けた

おける意見形

れば，全住民

である．しか

ュニティにお

供手法を構築す

方法について提

的としている

報加工，情報

と考えている

実施するアン

偏りのない情

考えている．

は，その事例

を適切に認識

形成できるよう

上での意見形

形成と呼ぶ．地

民の生活水準を

し現状，多数

いては，受け

図-1 情

するこ

提案し

る．本

報提供

る．具

ンケー

情報加

ここ

例に関

識した

うな情

形成を

地域公

を全住

数の住

け取れ

る情

把握

報ま

表明

そ

握調

ンプ

答者

を考

の手

分割

る為

見を

全意

情報

言う

明し

をモ

こと

性・

 

情報提供手法の

 
 
 
 
 
 

情報の量に制約

握する事は不可

または集計化さ

明している．

そこで本研究で

調査によって得

プリングされた

者にそれぞれ分

考えている．図

手法であれば，

割された断片的

為，完全情報下

を表明している

意見表明者の意

報下での意見と

うものである．

した場合の意見

モデル式上で比

とで本研究の提

妥当性を確認

の概略図 

約が存在してお

可能であり，限

された統計デー

では新たな情報

得られた全住民

た住民の状況）

分配する形で与

図-1に情報提供

一人の意見表

的な情報を受け

下に比べて意見

るとは言えない

意見を収集した

と比較しても偏

全住民が全住

見と本研究で提

比較し，集計し

提案する情報加

認したいと考え

おり，全住民

限られた一部

ータ等を元に

報提供手法と

民の状況（ま

）を何人か毎

与えるような情

供手法の概略

表明者の意見

けた上で意見

見に偏りはあ

いかもしれな

た結果に着目す

偏りは無いの

住民の状況を知

提供する情報提

した意見の一致

加工・情報提供

えている． 

の生活水準を

の断片的な情

自らの意見を

して，実態把

たは適切にサ

に分割し，回

情報提供手法

図を示す．こ

に注目すれば

を表明してい

り，正当な意

い．しかし，

すれば，完全

ではないかと

知った上で表

提供手法の値

致を確認する

供手法の適切

を

情

を

把

サ

回

法

こ

ば

い

意

全

表

値

る

切

 

第 54 回土木計画学研究発表会・講演集

 147



 
3. モデル 
 
(1) 想定する状況 

 本研究で想定している状況について説明する．本研究

では，地域公共交通計画の中でもお互いがお互いのこと

を認識できないような人口規模の地域を考え，行政が計

画策定者となって意見表明者に対して意見収集調査を行

い，その調査の際，当該地域に対する情報提供者の生活

水準に関する情報を提供し，意見表明者がその情報を認

識した上で政策に対する意見を尋ねる状況を考える． 

アンケート調査(意見収集調査)の際，計画策定者は意見

表明者に設問を通して当該地域住民の生活水準に関する

情報提供を行う．意見表明者は情報を受けて，当該地域

に対しての認知を更新し，その認知に応じて支払い意思

額を表明する状況を想定している．支払い意思額とは提

案されている代替案が実施された際に支援してよい金額

のことであり，代替案に対する意見として表明される． 

そして意見表明者全員の期待支払い意思額を収集して集

計し，その意見を基に計画策定者は代替案を選定する． 

 

(2) モデルの枠組み 

本モデルでは実態把握調査における回答者と意見収集

調査における回答者が一致している状態，すなわち情報

提供者と意見表明者が一致している状態を想定している．

完全情報下の期待支払い意思額の収集結果（（A）と仮

定）と本研究が提案する情報提供手法における期待支払

い意思額の収集結果（（B）と仮定）をモデル式上で比

較し本研究における情報提供手法の適切性・妥当性を確

認する．  

その中でも情報提供者と意見表明者が 2人（情報提供

者と意見表明者は同一人物）の場合を基本モデルとして

おり，住民 1，住民 2の 2人の住民からなる地域を想定

している． 

 

(3.1) 基本モデル 

基本モデルにおける完全情報下の意見形成とは，住民

1，住民 2 がそれぞれ自分を含めた２人の情報を認識し

た上で意見を形成する場合を指す．また，基本モデルに

おいて，本研究による情報提供を受けた場合とは，住民

1，住民 2 がそれぞれ自分の情報のみ，すなわち 1 人の

情報を認識した上で意見を形成した場合を指す．本来自

分自身の生活水準は情報提供を受ける前から認知してい

るものであるが，本研究のモデル式上では初期状態は誰

の状況も認知していない状況とし，次に自分自身の生活

水準を情報として認知するものと考える．以下社会的選

択のプロセスに沿ってモデル式をそれぞれの段階ごとに

記述する． 

 

(3.2)  ①情報収集②情報加工③情報提供段階におけるモ

デル式 

当該地域住民に関する生活水準をܵで表すものとする．

ܵの値が大きければ生活水準は高く，小さければ生活水

準は低いものとする．計画策定者は実態把握調査によっ

て情報提供者݅の生活水準 ܵを把握する．全情報提供者

の生活水準ܵの相対頻度分布݂ሺܵሻは正規分布 ܰሺߠ′,  ఌଶሻߪ

に従うと本研究では仮定する．ここで，ߠ′は当該地域の

一般的な生活水準（本研究では一定とする），ߪఌଶは個

人による特性の違い，情報収集・情報提供の際に生まれ

る誤差等から生まれる分散（本研究では一定とする）と

考える．その正規分布の実現値を ܵ ൌ ′ߠ  としこれߝ

を住民݅のシグナルと呼ぶ．ここでߝは分散ߪఌଶによって

生じる平均値ߠ′との差である．基本モデルの場合は

ଵܵ ൌ ′ߠ  ଵ൫住民1ߝ の生活水準൯，ܵଶ ൌ ′ߠ  ଶ（住民ߝ 2

の生活水準）の 2つのシグナルが存在する． 

これらのシグナルを意見表明者に提供するに際し，以

下の 2つの情報提供方法のいずれかを用いることとする．

(A)完全情報下の場合と(B)本研究で行う情報提供の場合

の 2つのシグナルの与え方をそれぞれ以下に示す． 

 

(A)完全情報下の場合 

意見収集調査の際，住民 1と住民 2のそれぞれに２つ

のシグナル ଵܵとܵଶ両方を提供する．つまり住民 1と住民

２はお互いの状況を把握した状態で意見を表明する状況

を考える． 

(B)本研究で行う情報提供の場合 

意見収集調査の際，住民 1には ଵܵのみ，住民 2にはܵଶ
のみを提供する．つまり住民 1と住民２はそれぞれ自ら

の生活水準のみを把握した状態で意見を表明する． 

 

(3.3) ④情報認識段階におけるモデル式 

意見表明者は認知生活水準ߠ（意見表明者が認知して

いる当該地域の生活水準）に関する確率密度関数݂ሺߠሻ

に関して初期分布 ݂ሺߠሻを持ち，その分布は平均݉分散

ߪ
ଶの正規分布に従う．（どの回答者の初期分布も一律

とする）意見表明者は住民の生活水準をシグナル ܵとし

て認知し，認知生活水準ߠの確率密度関数の初期分布

݂ሺߠሻを事後分布 ଵ݂ሺߠሻに更新する．意見表明者の初期分

布を݂ሺߠሻ～ܰ൫݉，ߪ
ଶ൯ シグナル 1の分布を

݂ሺߠଵሻ～ܰሺ ଵܵ，ߪఌଶሻとすると，事後分布

݂ሺߠଵሻ～ܰሺ݉ଵ，ߪଵଶሻ 
は初期分布の分散ߪ

ଶとシグナル 1 の分散ߪఌଶがそれぞれ，

分散の合計（初期分布の分散とシグナル 1の分散の和）

に占める割合の比で重みづけた値になる（式 1）．ここ

で，ܵ ൌ ଵܵであるシグナル 1の分布が

݂ሺߠଵሻ～ܰሺ ଵܵ，ߪఌଶሻとなるのは，シグナルを受け取る意

見表明者はシグナルの分散ߪఌଶのみを知っておりシグナ

第 54 回土木計画学研究発表会・講演集

 148



 
ル全体の平均値ߠ′は知らないものと仮定しているからで

ある． 

初期分布݂ሺߠሻ～ܰሺ݉，ߪ
ଶሻと事後分布݂ሺߠଵሻ~ 

ܰሺ݉ଵ，ߪଵଶሻの関係は以下の式で表される． 

ଵ݂ሺߠଵሻ ൌ
ߪ
ଶ

ߪ
ଶ  ఌଶߪ

ଵ݂ሺ ଵܵሻ 
ఌଶߪ

ߪ
ଶ  ఌଶߪ

݂ሺߠሻ								ሺ1ሻ 

また，事後分布 ଵ݂ሺߠଵሻの平均݉ଵ，分散ߪଵଶをそれぞれ計

算すると以下のようになる． 

		݉ଵ ൌ
ߪ
ଶ

ߪ
ଶ  ఌଶߪ

ଵܵ 
ఌଶߪ

ߪ
ଶ  ఌଶߪ

݉																	ሺ2ሻ 

ଵଶߪ ൌ ቆ
ߪ
ଶ

ߪ
ଶ  ఌଶߪ

ቇ
ଶ

ఌଶߪ  ቆ
ఌଶߪ

ߪ
ଶ  ఌଶߪ

ቇ
ଶ

ߪ
ଶ ൌ

ߪ
ଶߪఌଶ

ሺߪ
ଶ  ఌଶሻߪ

ሺ3ሻ 

(A)完全情報下の場合と(B)本研究で行う情報提供の場合

のシグナルを受ける前の事前分布とシグナルを受け取っ

た後の事後分布の関係は以下のようになる． 

 

(A)完全情報下の場合 

意見表明調査の際，住民 1と住民 2にそれぞれ２つのシ

グナル ଵܵ ൌ ଵとܵଶ′ߠ ൌ ଶを提供するため，両者の事後′ߠ

分布 ଵ݂ଶሺߠଵଶሻ～ܰሺ݉ଵଶ，ߪଵଶ
ଶ ሻは以下のようになる． 

݉ଵଶ ൌ
ߪ
ଶ

ߪ2
ଶ  ఌଶߪ

ܵଶ 
ߪ
ଶ  ఌଶߪ

ߪ2
ଶ  ఌଶߪ

݉ଵ 

ൌ
ଶߪ

ଶߪ2  ఌଶߪ
ଵܵ 

ଶߪ

ଶߪ2  ఌଶߪ
ܵଶ 

ఌଶߪ

ଶߪ2  ఌଶߪ
݉				ሺ4ሻ 

ଵଶߪ
ଶ ൌ

ఢଶߪଵଶߪ

ଵߪ
ଶ  ఢଶߪ

ൌ
ߪ
ଶߪఢଶ

ߪ2
ଶ  ఢଶߪ

																			ሺ5ሻ 

住民 1と住民 2の初期分布 ݂ሺߠሻは等しく，与えられた

シグナルも等しい( ଵܵとܵଶ)ため両者とも同じ事後分布

ଵ݂ଶሺߠଵଶሻをとる． 

 

(B)本研究で提案する情報提供の場合 

意見表明調査の際，住民 1に ଵܵ，住民 2にܵଶを提供す

る． 

住民 1 の事後分布 ଵ݂ሺߠଵሻ～ܰሺ݉ଵ, ଵଶሻは以下のようになߪ

る． 

݉ଵ ൌ
ߪ
ଶ

ߪ
ଶ  ఌଶߪ

ଵܵ 
ఌଶߪ

ߪ
ଶ  ఌଶߪ

݉														ሺ6ሻ 

ଵଶߪ ൌ
ߪ
ଶߪఌଶ

ሺߪ
ଶ  ఌଶሻߪ

																																				ሺ7ሻ 

また同様に住民２の事後分布 ଶ݂ሺߠଶሻ～ܰሺ݉ଶ，ߪଶ
ଶሻは以

下のようになる． 

		݉ଶ ൌ
ߪ
ଶ

ߪ
ଶ  ఌଶߪ

ܵଶ 
ఌଶߪ

ߪ
ଶ  ఌଶߪ

݉																ሺ8ሻ 

ଶߪ
ଶ ൌ

ߪ
ଶߪఌଶ

ሺߪ
ଶ  ఌଶሻߪ

																													ሺ9ሻ 

 

(3.4) ⑤意見形成⑥意見収集・集約段階におけるモデル

式 

意見表明者は与えられたシグナル ܵを認知し，自らの

認知生活水準݂ሺߠሻを更新する．当該地域において行わ

れる政策に対して，どの程度支援する意思があるかを示

す支払い意思額߮ሺߠሻの関数は回答者によって違わない，

つまりߠの値が等しければどの意見表明者であっても同

じ支払い意思額߮ሺߠሻの値を示すと本研究では仮定する．

認知生活水準ߠの確率分布݂ሺߠሻとߠに対する支払い意思

額߮ሺߠሻのグラフを掛け合わせる事によって期待支払い

意思額ܹを算出する． 

本研究においては全回答者の期待支払い意思額の平均

を算出し，(A)完全情報下の場合と(B)本研究で行う情報

提供の場合の期待支払い意思額の平均値を比較すること

によって本研究による情報提供手法がどの程度完全情報

下に代替できる情報提供手法であるのかを確認する． 

(A)完全情報下の場合に表明される期待支払い意思額の

平均値 ܹと(B)本研究で行う情報提供の場合の期待支払

い意思額の平均値 ܹは以下のようになる． 

 

(A)完全情報下の場合 

シグナル ଵܵ，ܵଶを受けた住民 1の期待支払い意思額の

平均値 ܹଵ，同じくシグナル ଵܵ，ܵଶを受けた住民 2 の期

待支払い意思額の平均値 ܹଶの平均値 ܹを算出する． 

ܹ ൌ
1
2
 ܹ

ଶ

ୀଵ

ൌ
1
2
ሺ ܹଵ  ܹଶሻ 

ൌ
1
2
න ߮ሺߠଵଶሻ ଵ݂ଶሺߠଵଶሻ݀ߠଵଶ
ஶ

ିஶ


1
2
න ߮ሺߠଵଶሻ ଵ݂ଶሺߠଵଶሻ݀ߠଵଶ
ஶ

ିஶ
 

ൌ න ߮ሺߠଵଶሻ ଵ݂ଶሺߠଵଶሻ݀ߠଵଶ
ஶ

ିஶ
																	ሺ10ሻ 

(B)本研究で行う情報提供の場合 

シグナル ଵܵを受けた住民 1の期待支払い意思額の平均

値 ܹଵとシグナルܵଶを受けた住民 2 の期待支払い意思額

ܹଶの平均値 ܹを算出する． 

		 ܹ ൌ
1
2
 ܹ

ଶ

ୀଵ

	ൌ
1
2
ሺ ܹଵ  ܹଶሻ 

ൌ
1
2
න ߮ሺߠଵሻ ଵ݂ሺߠଵሻ݀ߠଵ 

1
2
න ߮ሺߠଶሻ ଶ݂ሺߠଶሻ݀ߠଶ		ሺ11ሻ
ஶ

ିஶ

ஶ

ିஶ
 

 

(4) 提案する情報提供集計手法の不偏性の確認 

 本研究による情報提供手法の下で表明・収集・集計さ

れた意見が完全情報下において表明・収集・集計された

意見と近似的に一致していること(ܹ  ≅ ܹ)をモデル式

を用いて確認する．全員が全員の状況を知った上で意見

を形成する，すなわち意見表明者全員が実態把握調査の

全回答者の生活水準を情報として受け取っている状態を
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完全情報下と

の意見とする

ける全意見表

おいて提案さ

払い意思額の

近いかを考察

れば，実際の

本研究の情報

いかと考えら

 基本モデル

切性・妥当性

(A)完全情報

は二人の住民

わち二人の住

け取り，認知

ܰሺ݉ଵଶ, ଵଶߪ
ଶ )と

(B)本研究の

のみ受け取っ

密度分布݂ሺߠ

 

 

（証明 1-1） 

完全情報下に

ଵ݂ଶሺߠଵଶሻ~ܰሺ
値の分布 

݂ ൬

の二つの正規

を示す．（支

としてこの状況

る．モデル式か

表明者の支払

された情報提供

の平均 ܹを比

察する． ܹと

の社会では実現

報提供手法で代

られる． 

ルにおいて，本

性を確認する．

報下（全員が全

民がお互いの状

住民はどちらも

知生活水準ߠ

となっている状

の情報提供は，

っている状況，

ሻの分布が住ߠ

 

においての認知

ሺ݉ଵଶ, ଵଶߪ
ଶ )と ଵ݂

൬
ଵߠ  ଶߠ

2
൰~ܰ

規分布が等しい

支払い意思額の

況において表

から算出され

い意思額の平

供手法による

比較し，どれほ

と ܹの値が近似

現が困難な完

代替すること

本研究による

 

全員の状況を

状況を理解し

もシグナル 1

の確率密度分

状態である．

お互いが自分

すなわち認

住民 1 はܰሺ݉

知生活水準ߠの

ଵሺߠଵሻと ଶ݂ሺߠଶሻ

ܰ ቆ
݉ଵ݉ଵ

2
,
ଵߪ

いことを示す

の関数は主体

明された意見

た完全情報下

平均 ܹと本研

全意見表明者

ほど完全情報

似的に一致し

完全情報下の状

ができるので

情報提供手法

わかっている

ている状態，

とシグナル２

分布݂ሺߠሻの分

 

分自身のシグ

知生活水準の

݉ଵ, ଵଶ)，住民ߪ

図

の分布 

ሻのߠଵとߠଶの平

ଵ
ଶ  ଶߪ

ଶ

4
ቇ 

ことで ܹ ≅

体によらず一定

見を真

下にお

研究に

者の支

報下に

してい

状況を

ではな

法の適

る状態）

すな

２を受

分布が

グナル

の確率

民２は

ܰሺ݉

 こ

の平

下の

(証

ܹ

示

ሺ ܹ

から

と

（証

によ

均値

期待

証明

図-2 証明の流

平均

ܹ 

定の為，

認知

い意

認

わち

ら݉

݉ଵ

݉ଶ, ଶߪ
ଶ)となっ

この二つの状態

平均が近似的に

のプロセス（

1-1)では ܹ

≅ ܹを証明す

は݂ሺߠଵሻと݂ሺߠ

	݂ ൬
ଵߠ  ߠ

2

ら算出された期

ܹ ൌ න
ஶ

ିஶ

とする) 

証明 1-1）と（

よる情報提供に

値 ܹと完全情

待支払い意思額

明の流れの概略

流れ

知生活水準ߠの

意思額も等しく

認知生活水準の

ち݉ଵଶとሺ݉ଵ݉

݉ଵଶとሺ݉ଵ ݉

ଵଶ ൌ
ଶߪ

ଶߪ2  ఌߪ

ている状態で

態にそれぞれに

に等しいこと

（証明 1-1）と

≅ ܹを証明

する．（証明

す

の分布の平	ଶሻߠ

ܰ		~ଶ൰ߠ ቆ
݉ଵ

期待支払い意思

߮ ൬
ଵߠ  ଶߠ

2
൰

ஶ

ஶ

証明 1-2）を示

により表明され

報下による情

額の平均値 ܹ

略図を図-2に示

の確率分布݂ሺߠ

くなるため．）

の分布の平均値

݉ଶሻ 2⁄ を比較

݉ଶሻ 2⁄ を計算す

ఌ
ଶ ଵܵ 

ଶߪ

ଶߪ2 

である． 

における期待支

（ ܹ ≅ ܹሻ

と（証明 1-2））

明し，（証明

明の流れの概略

平均を取った

ଵ݉ଶ

2
，	

ଵଶߪ 
4

思額 

൰ ଵ݂ ൬
ଵߠ  ଶߠ

2
൰

示すことによ

れた期待支払

情報提供によ

ܹが等しいこ

示す． 

ሻが等しくなれ

） 

値について比較

較する．式（2）

すると 

ఌଶߪ
ܵଶ 

ߪ
ଶߪ2

支払い意思額

を示すため以

）で証明する

明 1-2）では

略図を図-2 に

）

たグラフ 

 ଶߪ
ଶ

4
ቇ 

൰݀ߠଵ							 ሺ12ሻ

って，本研究

い意思額の平

り表明された

とが示せる．

れば期待支払

較する．すな

）と（4）か

ఌଶߪ

 ఌଶߪ
݉		ሺ13ሻ

額

以

る． 

は

に

ሻ 

究

平

た

な

ሻ 
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݉ଵ ݉ଶ

2
ൌ

ଶߪ

2ሺߪଶ  ఌଶሻߪ
ଵܵ 

ଶߪ

2ሺߪଶ  ఌଶሻߪ
ܵଶ 


ఌଶߪ

ଶߪ  ఌଶߪ
݉																																						ሺ14ሻ 

になる．ここでߪఌは個人による特性の違い，情報収

集・情報提供の際に生まれる誤差等から生まれる分散で

あり，意見表明者がシグナルを受け取っていない状態に

おける確率密度分布݂ሺߠሻの分散	ߪに比べて充分小さい

と考えられる． 

この条件が成り立つ場合において 

݉ଵଶ ≅
݉ଵ ݉ଶ

2  

が成り立つと考えられる. 

よってߪఌがߪに比べて充分小さい場合，二つの分布の

平均値がほぼ等しいことが示された． 

次に認知生活水準の分布について比較する．式(3)と(5)

からሺߪଵଶ  ଶߪ
ଶሻ 4⁄ とߪଵଶ

ଶ を計算すると 

ଵଶߪ  ଶߪ
ଶ

4
ൌ

ߪ
ଶߪఢଶ

2ሺߪ
ଶ  ఢଶሻߪ

																						ሺ15ሻ 

ଵଶߪ
ଶ ൌ

ߪ
ଶߪఢଶ

ߪ2
ଶ  ఢଶߪ

																										ሺ16ሻ 

になる． 

ここでߪఌは情報の提供方法による誤差や回答者の認識

の違いなどから生まれる分散であり，意見表明者がシグ

ナルを受け取っていない状態における確率密度分݂ሺߠሻ 

の分散	ߪに比べて充分小さいと考えられる． 

この場合において 

ଵଶߪ  ଶߪ
ଶ

4
≅ ଵଶߪ

ଶ
 

が成り立つと考えられる．よってߪఌがߪに比べて充分

小さい場合，二つの分布の分散はほぼ等しいと考えられ

る． 

平均と分散が一致していることによりܰሺ݉ଵଶ, ଵଶߪ
ଶ )	， 

		ܰሺሺ݉ଵ݉ଵሻ 2⁄ , ሺߪଵଶ  ଶߪ
ଶሻ 4⁄ )の二つの正規分布が等

しいことを示すことができた．支払い意思額の関数

߮ሺݖሻは主体によらず一定の為，認知生活水準の確率分

布݂ሺߠሻが等しくなれば期待支払い意思額も等しくなる

ため ܹ ≅ ܹの不偏性が示された． 

 

（証明 1-2） 

本研究による情報提供によって表明された期待支払い

意思額の平均 ܹが	݂ሺߠଵሻと݂ሺߠଶሻの平均値の分布を取っ

たグラフ 

	݂ ൬
ଵߠ  ଶߠ

2
൰~		ܰሺ

݉ଵ݉ଵ

2
,
ଵଶߪ  ଶߪ

ଶ

4
ሻ 

から算出された期待支払い意思額と近似的に等しいこ

と ܹ ≅ ܹを ܹを構成する積分式を変形することによ

って示す． 

本研究による情報提供による住民 1と住民２の期待支

払い意思額の平均 ܹは以下の式で表される． 

																									 ܹ ൌ
1
2
න ߮ሺߠଵሻ ଵ݂ሺߠଵሻ݀ߠଵ
ஶ

ିஶ


1
2
න ߮ሺߠଶሻ ଶ݂ሺߠଶሻ݀ߠଶ
ஶ

ିஶ
																ሺ17ሻ 

上記の式において，住民 1の認知生活水準の値は住民

２の認知生活水準に依存しない為，݂ሺߠଵሻと݂ሺߠଶሻは独

立であると考えることができる．よって݂ሺߠଵሻと݂ሺߠଶሻ

の和は同時生起確率分布݂ሺߠଵሻ݂ሺߠଶሻと等しいとみなす

ことができる． 

すなわち上記の（式 17）は以下のように置き換える事

ができる． 

ܹ ൌ න න ቊ
߮ሺߠଵሻ  ߮ሺߠଶሻ

2
ቋ

ஶ

ିஶ

ஶ

ିஶ
ଵ݂ሺߠଵሻ ଶ݂ሺߠଶሻ݀ߠଵ݀ߠଶ	 

ሺ18ሻ 

またここでሺߠଵ  ଶሻߠ 2⁄ ൌ とおくと，支払い意思額のݖ

関数߮ሺݖሻは原点に向かって凸であると定義するので 

߮ሺߠଵሻ  ߮ሺߠଶሻ
2

 	߮ ൬
ଵߠ  ଶߠ

2
൰ ൌ ߮ሺݖሻ 

よって以下の関係式が成り立つ． 

ܹ ൌ න න ቊ
߮ሺߠଵሻ  ߮ሺߠଶሻ

2
ቋ

ஶ

ିஶ

ஶ

ିஶ
ଵ݂ሺߠଵሻ ଶ݂ሺߠଶሻ݀ߠଵ݀ߠଶ 

 න න ߮
ஶ

ିஶ

ஶ

ିஶ
ሺݖሻ ଵ݂ሺ2ݖ െ ଶሻߠ ଶ݂ሺߠଶሻ݀ߠ݀ݖଶ 

        ൌ  ߮ሺݖሻ݂ሺݖሻ݀ݖ ൌ ܹ																						ሺ19ሻ
ஶ
ିஶ  

よって ܹ  ܹが成り立つ． 

ここでの不等号 

߮ሺߠଵሻ  ߮ሺߠଶሻ
2

 	߮ ൬
ଵߠ  ଶߠ

2
൰ 

は߮ሺݖሻが線形である場合は， 

߮ሺߠଵሻ  ߮ሺߠଶሻ

2
ൌ 	߮ ൬

ଵߠ  ଶߠ
2

൰ 

が成り立つ為 ܹ ൌ ܹ	が成り立ち，߮ሺݖሻが線形でな

い場合においても非常に小さな差であると考え，

ܹ ≅ ܹは成り立つと考える． 

よって ܹ ≅ ܹは示され，（証明 1-2）は証明された．

また確率変数が独立である場合，２人以上の主体によ

っても同様に成り立つ． 

そして(証明 1-1)と(証明 1-2)から本研究による情報提供

を受けた後表明された期待支払い意思額 ܹと，完全情

報下で表明された期待支払い意思額 ܹはほぼ等しい事

が証明された． 

 また本稿ではスペースの関係上割愛しているが，住民

数が 2 人以上の際も，同様にして ܹ ≅ ܹは示される

ことがわかった． 
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(4) 住民が݊人の場合への拡張 

次に݊人の住民からなるコミュニティについて考え，

モデルの一般化を行う．また意見表明者一人に対しての

情報提供人数を変化させ，一人当たり݅人情報提供した

際のモデルの一般化を行う．それぞれの状況に関しての

認知生活水準ߠの確率密度分布݂ሺߠሻ（正規分布）の平均

と分散を完全情報下と比較する.  

完全情報下（全員が全員の状況をわかっている状態）

は݊人の住民がお互いの状況を理解している状態，すな

わち݊人の住民は全て݊個のシグナルを受け取り，認知

生活水準ߠの確率密度分布݂ሺߠሻがܰሺ݉ଵଶ..., ଵଶ...ߪ
ଶ )となっ

ている状態である． 

証明方法に関しては基本モデルと同様に（証明 1）と

（証明 2）を示すことによって行う．今回の証明を基本

モデルと区別するために，（証明 2-1）,（証明 2-2）と

それぞれ表記することにした． 

 

（証明 2-1） 

それぞれの状況下①～③（以下に示す）で形成された期

待支払い意思額の平均 ܹが完全情報下で形成された期

待支払い意思額 ܹと比較し，近似的に一致しているこ

とሺ ܹ ≅ ܹሻを示したい． 

完全情報下（全員が全員の状況をわかっている状態）

における認知生活水準ߠの確率密度分布݂ሺߠሻの平均 

݉ଵଶ...と分散ߪଵଶ...
ଶ は以下のようになる． 

݉ଵଶ… ൌ
ଶߪ

ଶߪ݊  ఌଶߪ
ଵܵ 

ଶߪ

ଶߪ݊  ఌଶߪ
ܵଶ  ⋯ 


ଶߪ

ଶߪ݊  ఌଶߪ
ܵ 

ఌଶߪ

ଶߪ݊  ఌଶߪ
݉ 	ሺ20ሻ 

 

ଵଶ...ߪ
ଶ ൌ

ߪ
ଶߪఢଶ

ߪ݊
ଶ  ఢଶߪ

      	ሺ21ሻ 

 

①意見表明者 1 人に対し，1 人分のシグナル（自分のシ

グナルのみ）を提供した場合の回答者の認知生活水準ߠ

の確率密度分布݂ሺߠሻのߠଵ,  の平均値の分布ߠ⋯，ଶߠ

ܰሺ
݉ଵ ݉ଶ ⋯݉

݊
,
ଵଶߪ  ଶߪ

ଶ ⋯ ଶߪ

݊ଶ
	ሻ 

は以下のようになる． 

 

݉ଵ ݉ଶ ⋯݉

݊

ൌ
ଶߪ

݊ሺߪଶ  ఌଶሻߪ
ଵܵ 

ଶߪ

݊ሺߪଶ  ఌଶሻߪ
ܵଶ  ⋯ 


ଶߪ

݊ሺߪଶ  ఌଶሻߪ
ܵ 

ఌଶߪ

ଶߪ  ఌଶߪ
݉							ሺ22ሻ 

 

ଵଶߪ  ଶߪ
ଶ  ⋯ ଶߪ

݊ଶ
ൌ

ߪ
ଶߪఢଶ

݊ሺߪ
ଶ  ఢଶሻߪ

																ሺ23ሻ 

 

②意見表明者 1人につき，2人分のシグナル（自分を含

む）を提供した場合の回答者の認知生活水準ߠの確率密

度分布݂ሺߠሻのߠଵଶ,  ଵの平均値の分布ߠ⋯,ଶଷߠ

ܰሺ
݉ଵଶ  ݉ଶଷ  ⋯݉ଵ

݊
,
ଵଶߪ
ଶ  ଶଷߪ

ଶ  ⋯ ଵଶߪ

݊ଶ
ሻ 

は以下のようになる． 

 	

݉ଵଶ  ݉ଶଷ ⋯݉ଵ

݊
ൌ

ଶߪ

݊ሺߪଶ  ఌଶሻߪ0.5
ଵܵ 


ଶߪ

݊ሺߪଶ  ఌଶሻߪ0.5
ܵଶ ⋯

ଶߪ

݊ሺߪଶ  ఌଶሻߪ0.5
ܵ 


ఌଶߪ

ଶߪ2  ఌଶߪ
݉																									ሺ24ሻ 

ଵଶߪ
ଶ  ଶଷߪ

ଶ  ⋯ ଵଶߪ

݊ଶ
ൌ

ߪ
ଶߪఢଶ

݊ሺ2ߪ
ଶ  ఢଶሻߪ

												ሺ25ሻ 

 

③意見表明者 1人につき，݅人分のシグナル（自分を含

む）を与えた場合の回答者の認知生活水準ߠの確率密度

分布݂ሺߠሻのߠଵଶ⋯,  ଵ⋯ିଵの平均値の分布ߠ⋯,ଶଷ⋯ାଵߠ

ܰሺ
݉ଵଶ….  ݉ଶଷ….ାଵ  ⋯݉ଵଶ….ିଵ

݊
, 

ଵଶ⋯ߪ
ଶ  ଶଷ⋯ାଵߪ

ଶ  ⋯ ଵ⋯ିଵߪ
ଶ

݊ଶ
ሻ 

は以下のようになる． 

 

݉ଵଶ….  ݉ଶଷ….ାଵ  ⋯݉ଵଶ….ିଵ

݊  

ൌ
ଶߪ

݊ ቀߪଶ 
1
݅ ఌߪ

ଶቁ
ଵܵ 

ଶߪ

݊ ቀߪଶ 
1
݅ ఌߪ

ଶቁ
ܵଶ  ⋯

 


ଶߪ

݊ ቀߪଶ 
1
݅ ఌߪ

ଶቁ
ܵ 

ఌଶߪ

ଶߪ݅  ఌଶߪ
݉  ሺ26ሻ

 

ଵଶ⋯ߪ
ଶ  ଶଷ⋯ାଵߪ

ଶ  ⋯ ଵ⋯ିଵߪ
ଶ

݊ଶ
ൌ

ߪ
ଶߪఢଶ

݊ሺ݅ߪ
ଶ  ఢଶሻߪ

					ሺ27ሻ 

 

ここで完全情報下と①～③の状況による回答者の認知

生活水準ߠの確率密度分布݂ሺߠሻをそれぞれ比較する．こ

こでߪఌは情報の提供方法による誤差や回答者の認識の

違いなどから生まれる分散であり，	ߪに比べて充分小さ

いと考えられる．よってこの場合一人あたりのシグナル

提供人数݅を変化させた際も，完全情報下と①～③の状

況による回答者の確率密度分布݂ሺߠሻはおおよそ一致し，

等式 ܹ ≅ ܹが成り立つことがいえる． 
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（証明 2-2） 

住民数が݅人の場合においてもߠがそれぞれ独立であ

る場合は基本モデルの(証明 2)と同様に成り立つ． 

がそれぞれ独立でない際，基本モデルとは同様に成ߠ

り立たない場合に関しての証明を行う．簡単の為，独立

でないߠଵଶ，ߠଶଷ，ߠଷଵの場合を考える．以下のようにし

て証明される． 

ܹ ൌ
1
3
න ߮ሺߠଵଶሻ ଵ݂ଶሺߠଵଶሻ݀ߠଵଶ
ஶ

ିஶ


1
3
න ߮ሺߠଶଷሻ ଶ݂ଷሺߠଶଷሻ݀ߠଶଷ
ஶ

ିஶ


1
3
න ߮ሺߠଷଵሻ ଷ݂ଵሺߠଷଵሻ݀ߠଷଵ										
ஶ

ିஶ
ሺ28ሻ 

ここでߠଵଶ, ,ଶଷߠ ,ଵଶߠଷଵの同時生起確率を݃ሺߠ ,ଶଷߠ ଷଵሻとߠ

すると式（28）は以下のように書き換えられる． 

ൌ න න න
߮ሺߠଵଶሻ  ߮ሺߠଶଷሻ  ߮ሺߠଷଵሻ

3

ஶ

ିஶ

ஶ

ିஶ

ஶ

ିஶ
 

ൈ ݃ሺߠଵଶ, ,ଶଷߠ  ሺ29ሻ				ଷଵߠଶଷ݀ߠଵଶ݀ߠଷଵሻ݀ߠ

ここで߮ሺߠሻは原点に向かって凸であると仮定すると， 

 

߮ሺߠଵଶሻ  ߮ሺߠଶଷሻ  ߮ሺߠଷଵሻ

3
 	߮ ൬

ଵଶߠ  ଶଷߠ  ଷଵߠ
3

൰ 

と表記することができる．よって式（29）は以下のよう

に変形できる． 

 න න න ߮ ൬
ଵଶߠ  ଶଷߠ  ଷଵߠ

3
൰

ஶ

ିஶ

ஶ

ିஶ

ஶ

ିஶ
 

ൈ ݃ሺߠଵଶ, ,ଶଷߠ  ଷଵ  ሺ30ሻߠଶଷ݀ߠଵଶ݀ߠଷଵሻ݀ߠ

またߠଵଶとߠଶଷとߠଷଵの値は 

ଵଶߠ ൌ
ߪ
ଶ

ߪ
ଶ  ఌଶߪ

ଵߠ 
ߪ
ଶ

ߪ
ଶ  ఌଶߪ

ଶߠ 
ఌଶߪ

ߪ
ଶ  ఌଶߪ

 ߠ

ଶଷߠ ൌ
ߪ
ଶ

ߪ
ଶ  ఌଶߪ

ଶߠ 
ߪ
ଶ

ߪ
ଶ  ఌଶߪ

ଷߠ 
ఌଶߪ

ߪ
ଶ  ఌଶߪ

 ߠ

ଷଵߠ ൌ
ߪ
ଶ

ߪ
ଶ  ఌଶߪ

ଷߠ 
ߪ
ଶ

ߪ
ଶ  ఌଶߪ

ଵߠ 
ఌଶߪ

ߪ
ଶ  ఌଶߪ

 ߠ

 

であるので，それぞれ代入して式（30）は以下のように

変形できる． 

ൌ න න න ߮ሺ
ఢଶߪ

3ሺߪଶ  ఢଶሻߪ
ሺߠ  ߠ  ሻߠ

ஶ

ିஶ

ஶ

ିஶ

ஶ

ିஶ
 


ଶߪ2

3ሺ2ߪଶ  ఢଶሻߪ
ሺߠଵ  ଶߠ   ଷሻሻߠ

ൈ ݃′ሺߠ, ,ଵߠ ,ଶߠ  ሺ31ሻ									ଷߠଶ݀ߠଵ݀ߠ݀ߠଷሻ݀ߠ

ここで 

ଵଶߠ  ଶଷߠ  ଷଵߠ
3

ൌ ܼ 

とおくと式（31）は以下のように変形できる． 

になる． 

ൌ න ߮ሺ̅ߠ
ஶ

ିஶ
ሻ݂ሺ̅ߠሻ݀̅ߠ ൌ ܹ																				ሺ32ሻ 

,N(݉ഥ～ߠ̅  ଶതതതሻ に従うので,݉ഥߪ  ．ଶതതതは以下のようになるߪ	,

 

݉ଶതതതത ൌ
ଶߪ2

3ሺ2ߪଶ  ఢଶሻߪ
ሺ ଵܵ  ܵଶ  ܵଷሻ 

ఢଶߪ

ଶߪ2  ఢଶߪ
݉		ሺ33ሻ 

ଶതതതߪ ൌ ଶߪ3 ቆ
ఢଶߪ

3ሺ2ߪଶ  ఢଶሻߪ
ቇ  ఢଶߪ3 ቆ

ଶߪ

3ሺ2ߪଶ  ఢଶሻߪ
ቇ 

ൌ
ఢଶߪଶߪ

3ሺ2ߪଶ  ఢଶሻߪ
																										ሺ34ሻ 

 

よって ܹ ≅ ܹは示され，（証明 2-2）は証明された．

また確率変数が独立でない場合において，2 人以上の主

体によっても同様に成り立つ為，݊人の場合においても

成り立つ． 

よって（証明 2-1）と（証明 2-2）が成り立つことによ

り， ܹ ≅ ܹが示された． 

よって住民数が n人の場合においても本研究の有用性は

あると考えられる． 

 

(5) 情報提供者が当該地域住民，意見表明者が地域外

の住民の場合への拡張 

情報提供者が当該地域住民，意見表明者が地域外の住

民であり，情報提供者と意見表明者が一致していない場

合も同様に等式が成り立つかどうかを確認する．この状

況は当該地域住民に政策を打つ際に財政上の理由等から，

周辺住民に支援の意思があるかどうかを確認する際など

に起こると考えられる．意見表明者は当該地域住民では

ないため，自らの生活水準は含めずに，当該地域の生活

水準を認知し，意見を表明する． 

情報提供者を݈人，意見表明者を݊人とすると，完全

情報下（意見表明者݊人全員が情報提供者݈人の情報を

認知している場合）の認知生活水準ߠの確率密度関数

݂ሺߠሻに関する正規分布の平均݉ଵଶ…と分散ߪଵଶ⋯
ଶ は以下

のようになる． 

݉ଵଶ… ൌ
ଶߪ

ଶߪ݈  ఌଶߪ
ଵܵ 

ଶߪ

ଶߪ݈  ఌଶߪ
ܵଶ ⋯

ଶߪ

ଶߪ݈  ఌଶߪ
ܵ 


ఌଶߪ

ଶߪ݈  ఌଶߪ
݉																							ሺ35ሻ 

ଵଶ⋯ߪ
ଶ ൌ

ߪ
ଶߪఢଶ

ߪ݈
ଶ  ఢଶߪ

																								ሺ36ሻ 

意見表明者 1 人につき，ݕ人（自分を含む）の情報を

与える場合を考える．また情報提供者一人当たり，意見

表明者に提供する人数をݔとする． 

この際の平均をܯ分散を
ଶとすると以下のようになる． 

ܯ ൌ
ଶߪݔ

݊ሺߪݕଶ  ఌଶሻߪ
ଵܵ 

ଶߪݔ

݊ሺߪݕଶ  ఌଶሻߪ
ܵଶ ⋯ 
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ଶߪݔ

݊ሺߪݕଶ  ఌଶሻߪ
ܵ 

ఌଶߪ

ଶߪ݈  ఌଶߪ
݉	 		ሺ37ሻ 


ଶൌ

ߪ
ଶߪఢଶ

݊ሺߪݕ
ଶ  ఢଶሻߪ

																															ሺ38ሻ 

ここで完全情報下と比較する．ここでߪఌは情報の提

供方法による誤差や回答者の認識の違いなどから生まれ

る分散であり，	ߪに比べて充分小さいと考えられる．よ

ってこの場合， ݉ଵଶ…とܯ, ଵଶ⋯ߪ
ଶ と

ଶにおいてそれぞ

れの係数を比較して，以下の２つの等式が成り立つ場合

に平均と分散が一致する． 

ଶߪ

ଶߪ݈  ఌଶߪ
ൌ

ଶߪݔ

݊ሺߪݕଶ  ఌଶሻߪ
																			ሺ39ሻ 

 

ݕ݊ ൌ ݈																																									ሺ40ሻ 

すなわちこの２つの等式を解いて 

ݔ ൌ ݕ݊	，1 ൌ ݈ 
が成り立つ場合にのみ平均と分散が一致する．すなわ

ち，意見表明者一人当たりに一つのシグナルを与えた場

合この等式が成り立つ．しかし，ߪఌの値が十分小さく，

すなわちシグナルの総数が十分大きい場合，分散，ݕ݊

の値は 0に近づく．その場合，平均のみを一致させれば

よいので，以下の等式が成り立つ場合に平均が一致する． 

݈
݊
ൌ
ݕ
ݔ
																																									ሺ41ሻ 

情報提供者の数（݈）と一人当たり学習できる情報（ݕ）

には， 上限が存在すると考えられる為，その上限に沿

った，情報の登場回数（ݔ）回答者の数ሺ݊ሻを設定する.

この条件に合えば理論上は，偏りのない情報提供を行う

ことが可能であると考えられる． 

 

(6) モデルのまとめ 

 

本章のモデルの構築によりモデル式上で以下のことが

言えることがわかった． 

① 情報提供者により得られた生活水準を数人ずつ 

分割し，それぞれ意見表明者に情報提供を行った上で表

明された意見は，意見表明者全員に情報提供者全員の情

報を提供した上で表明された意見とほぼ一致する． 

② 情報の提供方法による誤差や回答者の認識の違い 

などから生まれる分散ߪఌを小さくすることで本研究に

よる情報提供により表明された意見と完全情報下で表明

された意見の差は小さくなる． 

次章では数値分析により具体的な数値を当てはめた際

においても本研究による情報提供の適切性・妥当性が成

り立つかを検証する．また，情報提供者，意見表明者の

数，情報の提供方法による誤差や回答者の認識の違いな

どから生まれる分散ߪఌを変化させた際に，本研究によ

る情報提供により表明された意見と完全情報下で表明さ

れた意見の差がどのように変化するかを検証する． 

 

4. 数値分析 
 

(1) 数値分析の目的と方法 

簡単な数値計算事例を通じて，本研究による情報提供

を行った上で意見表明者が表明した期待支払い意思額と

完全情報下（意見表明者全員が当該地域住民全員の実情

を認知している状態）で意見表明者が表明した期待支払

い意思額が等しいかを分析し，本研究による情報提供の

適切性・妥当性を確認する． 

以下分析のための条件設定を行う．各パラメータの設定

について述べる．意見表明者は認知生活状況ߠの確率密

度関数݂ሺߠሻに初期分布を持ち，その分布は平均݉分散

ߪ
ଶの正規分布に従う．この際の平均と分散は݉=5 

ߪ
ଶ ൌ1 と設定する．回答者は情報 ܵを受けて，当該地域

に対しての認知生活水準ߠを認知し直し，その認知に応

じて支払い意思額߮ሺߠሻを表明する状況を想定している．

この際のシグナル ܵはܰሺ ܵ, ，ఌଶሻを取りߪ ܵ ൌ 4とし，

ఌଶߪ ൌ 0.8，0.5，0.1，0.01の 4 つの場合において分析を

行うとする．またこの際の支払い意思額߮ሺߠሻは， 以下

の式で表されると定義する． 

߮ሺߠሻ ൌ  ሺ42ሻ																																ఉఏ݁ߙ

これらの変数値の設定をまとめたものを表に示す 

 

表-1 変数値 

݉ ߪ
ଶ ߠ′ α β ߪఌଶ 

5 1 4 1000 -0.25 0.01 

 

(2) 数値分析の結果 

数値分析の結果を以下に示す．設定した条件下で，シ

グナルの分散ߪఌଶと意見表明者数（＝情報提供者数）ܰを

変化させた場合の結果を表に示している．ߪఌଶは人の特

性の違い，情報収集・情報提供の際に生まれる誤差等か

ら生まれる分散であると考える．よって情報提供や情報

収集におけるアンケート調査の精度がどの程度意見の違

いに影響するかを分析したい．またܰを変化させること

で意見表明者数に関わらず，本研究の有用性が成り立つ

かを分析したい．また正規確率分布ܰሺߠᇱ, ఌଶሻに従ってߪ

発生するシグナル ܵの値によって結果が多少左右されて

しまうことから，20 回の数値分析を実施し，その支払

い意思額の平均値を結果として示している． 

 ܹは本研究による情報提供手法による期待支払い意

思額平均額， ܹ は完全情報下において表明された期待

支払い意思額， ܹは本研究による情報提供手法によっ

て得られた認知生活水準݂ሺߠሻの全住民の平均の分布か

ら算出された期待支払い意思額である． 
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ఌଶ=0.01の際，主体数݊をߪ 2人から 5人まで変化させた

場合の支払い意思額 ܹ， ܹ， ܹの平均を表-2，図-3に

示す．また主体数݊が 5 人の際，意見表明者一人当たり

の情報提供人数݅を 2 人から 5 人まで変化させた場合の

支払い意思額の平均 ܹ， ܹ， ܹを表-3，図-4に示す. 

表-2主体数に対する支払い意思額の平均 ܹ， ܹ， ܹ 
   支払い意思額 
     （円） 
主体数（人） 

ܹ ܹ ܹ 

݊ ൌ 2 367.508 367.765 367.376 
݊ ൌ 3 368.231 368.661 368.048 
݊ ൌ 4 368.073 368.618 367.892 
݊ ൌ 5 368.075 368.629 367.894 

 

 

図-3 主体数に対する支払い意思額の平均 ܹ， ܹ， ܹ 

 

表-3 	݊ ൌ 5の場合の回答者一人当たりの情報提供人数

と支払い意思額の ܹ, ܹの平均値の比較 

    支払い意思額（円） 
 
情報提供人数（人） 

ܹ ܹ 

݅ ൌ 1 367.312 367.109 
݅ ൌ 2 367.629 367.551 
݅ ൌ 3 367.744 367.699 
݅ ൌ 4 367.805 367.773 
݅ ൌ 5 367.836 367.827 

 

 

図-4 	݊ ൌ 5の場合の回答者一人当たりの提供人数に対

する支払い意思額 ܹ， ܹ， ܹの平均 

 

(3) 数値分析の考察 

モデル式上では一定の条件下において（ߪఌがߪに比

べて充分小さい場合，支払い意思額߮ሺߠሻが原点に向か

って凸または線形の場合） ܹ  ܹ， ܹ ≅ ܹが示さ

れていたが，実際の数値分析においてもこれらの関係式

が示されることが分かった． ܹ， ܹの大小関係につい

ては ܹの値が ܹと比較してより大きな値を示し，図-5

のように，ߪఌଶの値が大きくなるに従って差 ܹ െ ܹは

広がる．住民数を多くしてもシグナルの実現値が正規分

布に従っている為，差は大きくは変化しない．よって情

報収集段階や情報提供段階において，調査による誤差を

できるだけ減らすことによって ܹと ܹの差は小さくな

る，つまり本研究による情報提供を受けた後に表明され

た意見がより正確な値を示す． 

 よって数値分析上では本研究における情報提供により

提供された情報を基に表明，収集した期待支払い意思額

は，完全情報下により表明，収集した期待支払い意思額

よりもわずかに低い値を示すことが示された． 

また意見表明者一人当たりに提供する情報提供人数݅を

増加させた場合， ܹ， ܹは完全情報下において表明さ

れた期待支払い意思額 ܹの値に近づくことが示された．

よって一人当たりに提供する，当該地域住民の人数を多

くすることで，より真の支払い意思額が表明されると考

えられる．しかし，回答者がアンケート調査によって受

け取る情報量には限界があり，提供人数を多くすること

によって誤差ߪఌଶが大きくなってしまうと考えられるが

本研究ではその影響については考慮していない． 

今回数値分析で得られたデータを基に実証分析によって

適切性・妥当性を示すことを今後の課題にしたい． 

 

表-4 主体数に対する支払い意思額の差 ܹ െ ܹ 

 ఌଶの値ߪ  
 
 
主体数(人) 

ఌଶߪ

ൌ 0.01
ఌଶߪ

ൌ 0.1 
ఌଶߪ

ൌ 0.5 
ఌଶߪ

ൌ 0.8 

2 0.257 3.183 7.742 11.591 
3 0.431 4.286 12.220 19.432 
4 0.545 4.796 14.737 23.820 
5 0.554 5.007 15.856 23.920 
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図-5 主体数
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準ߠのみに依存しているとしている．しかし実際は，意

見表明者の財政状況によっても回答が影響を受ける可能

性が大いに考えられ，支払い意思額以外に意見を表明で

きるような手法に関しても検討する必要があると考えら

れる． 

数値分析に関しての今後の課題を整理する． 

① 支払い意思額߮ሺߠሻを変化させた場合の影響について 

本研究では支払い意思額関数߮ሺߠሻを߮ሺߠሻ ൌ

1000 ݁.ଶହ௫⁄ と特定した下で，分析を行った．しかし，

支払い意思額関数߮ሺߠሻは個人により，あるいは代替案

や地域特性等によっても異なり，それが結果に影響する

可能性が大いに考えられる． 

よって今後は，支払い意思額߮ሺߠሻを変化させた場合

の影響についての分析を行う必要があると考えられる． 

 

②  情報提供者と意見表明者が一致しない場合の分析 

本研究で行った数値分析は，情報提供者と意見表明者

が完全に一致している状況を仮定している．しかし実際

は，情報提供者が当該地域住民，意見表明者が地域外の

住民の場合，情報提供者が当該地域住民，意見表明者が

同地域の別住民の場合，を始め様々な状況が存在してお

り，これらの違いが結果に影響すると考えられる． 

よって今後は，情報提供者と意見表明者が完全に一致

していない状況においても分析を行う必要があると考え

られる． 

今後，本研究で構築したモデルと，数値分析の結果を

参考にし，実証分析を行い実際の社会においても同様に

成り立つかどうかを検証したいと考えている．しかし，

完全情報下は全員が全員の状況を知っている状態である

が，実際の社会においては回答者が受け取れる情報量に

限界があり，完全情報下を作りだすことが不可能である

ので，それに代替する実証分析手法を提案する必要があ

る．また，本研究では情報収集，情報提供の具体的な手

法が定義されていない． 

よってどのようなアンケート，設問で情報収集者から

生活水準を聞くか，どのような情報に加工して意見表明

者に提供するか定義する必要がある．  

本研究の情報収集・情報提供手法の有用性が確認でき 

れば，それを一段階として社会的選択手法の構築へと

発展させたいと考えている．本研究において大幅に簡略

化している，情報収集段階，代替案評価段階においても

適切な手法を構築することによって，最終的には本研究

の情報提供方法を利用した社会的選択のプロセスを完成

したい． 
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On Survey Techniques of Mutual Mind under the Un-biased Recognition  

about the Actual State of the Area 
 

Junki TANAKA, Toshimori OTAZAWA and Hideyuki KITA  
 

When it comes to the consensus building of local transportation plan，The people who express their 
opinions are only one part of the residents or the opinions are based on some specific areas which cannot 
be applied to other parts. His research aims to define and suggest an ‘impartial (not try to lead to one spe-
cific answer) way of providing information about the region to the people who state their opinions to the 
questionnaires about local transportation plan. The ideal way of providing information in this research 
that the people who express their opinions know about the living condition of all the residents well.  here-
fore， this research suggests that we divide the residents into several people,and let them give the infor-
mation of their living condition to the people who express opinions. We built the model formula and did 
numerical analysis to conform the appropriateness and the suitability. By these two analysis it proved that 
‘the opinions by the people who knew others’ living condition’ and ‘the opinions based on the way this 
research suggests’ were same,and the usefulness of this method was conformed on the model formula too. 
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